
予算要求資料
平成３１年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：企画調査費
	事業名　新 高山陣屋ウェブサイト再構築事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　環境生活部県民文化局 文化伝承課 記念物保護係　電話番号：058-272-1111（内3587）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11148@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　12,953千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	12,953
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,953

	決定額
	7,848
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,848


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　高山陣屋は年間30～35万人の観光客が訪れる国史跡であり、観光客の約３分の１が外国人である。現在、高山陣屋のサイトでは、日本語・英語・中国語の３ヶ国語で閲覧可能だが、英語と中国語は限られたコンテンツのみの表示である。また、高山陣屋運営懇話会において、スマホアプリ等を利用して観光客の満足度を高める必要性が指摘され、国としても文化財を貴重な地域・観光資源として活用するために２０２０年までに取り組む「文化財活用・理解促進戦略プログラム２０２０」を策定している。
そこで、サイトを１３ヶ国語とし、かつ、その説明内容について映像紹介等を含めて充実させ、利用者の理解度や満足度を高める。また、サイト全体の構成を刷新することで必要な情報を適切に発信し、デザインの見直しを図ることで利用者にとって見やすく、使いやすいサイトとする。
（２）事業内容

　公募型プロポーザル方式により受託業者を決定し、平成３１（２０１９）年度にウェブサイトの再構築業務、２０２０～２０２４年度に運用保守業務を行う。なお、平成３１年度は有識者の指導を受けるため、報償費を計上している。
（３）県負担・補助率の考え方

県単独事業として実施
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	42
	評価会議構成員謝金

	旅費
	　284
	費用弁償・業務旅費

	委託料
	12,625
	ウェブサイト再構築業務委託費

	需用費
	1
	会議用お茶代

	役務費
	     1
	委員会開催連絡費

	合  計
	12,953
	


	　決定額の考え方　
　対応言語数については、他県施設の平均である５ヶ国語とし、所要額を計上します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　・「清流の国ぎふ」創生総合戦略

（２）観光産業からの観光誘客　②主要観光地の再生
（２）国・他県の状況
　　国は文化財多言語解説整備事業に着手しており、他県における主要な文化施設のウェブサイトでも、多言語化が整備されている。

（３）後年度の財政負担
　　平成３１年度にウェブサイトの再構築・翻訳業務を行った後は、継続した運用保守の必要があるため、後年度についても財政負担は必要である。
　事業費年度内訳（千円）

	年度
	H31
(2019)
	H32
(2020)
	H33
(2021)
	H34
(2022)
	H35
(2023)
	H36

(2024)
	計

	経常
	12,953
	1,573
	1,573
	1,573
	1,573
	1,573
	20,818

	計
	12,953
	1,573
	1,573
	1,573
	1,573
	1,573
	20,818


（４）事業主体及びその妥当性
国史跡高山陣屋跡は県有施設であり、事業主体は高山陣屋管理事務所と文化伝承課である。また、高山陣屋は観光客の約３分の１が外国人であり、県として観光客の対象を広げるとともに、観光客の満足度を高め、インバウンド施策を拡充する。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成31年度にウェブサイトの再構築を行い、年度末までに運用を開始する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	ウェブサイトの再構築であり、数値化は困難。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　・なし


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・なし

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　○

	高山陣屋は外国人観光客が多く、本県が重点ターゲット国に位置付けているアジアに加え、フランスをはじめとした欧米諸国からの誘客を一層強化する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○
	公募型プロポーザル方式により受託業者を決定し、業務の効率化を図る。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
ウェブサイトの利用者の意見を聞きながら、長期的な展望をもってサイトの更新を行う必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続した運用保守の必要がある。
・必要な情報を迅速かつ適切に発信し、利用者にとって見やすく、使いやすいサイトの更新を行う。


